
事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

コミュニティバス運行補助事業 40650100

コミュニティバス運行事業者に対する補助金の交付、検討会議の運営

3 公共交通の利便性の向上

65 公共交通の利便性の向上

主要な事務事業 平成15年度 〜

都市整備部 計画課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市コミュニティバス運行事業補助金交付要綱、府中市補助金等交付規則

京王バス株式会社

コミュニティバス運行事業者に対する補助金の交付

交通不便地域の解消や、高齢者および障害者など交通弱者の社会活動の参加機会の拡大が望まれている。

交通不便地域の解消、公共施設への接続、高齢者および障害者など交通弱者の社会参加の促進等、市民生活の利便を図る。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼府中市コミュニティバス運行事業者に対する補助金の交付 ▼運行事業者の京王バス中央株式会社に対し、要綱の定めるところにより
補助金を交付した。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

▼運行事業者の京王バス中央株式会社に対し、要綱の定めるところにより
補助金を交付する。

▼府中市コミュニティバス運行事業者に対する補助金の交付

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼府中市コミュニティバス運行事業者に対する補助金の交付 ▼運行事業者の京王バス株式会社に対し、要綱の定めるところにより補助
金を交付した。なお、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、利用者
が大幅減となったことから、予算の補正を行い、補助金の交付額を増額し
た。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

▼運行事業者の京王バス株式会社に対し、要綱の定めるところにより補助
金を交付する。

▼府中市コミュニティバス運行事業者に対する補助金の交付

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

事業目標の達成のため、要綱に基づき引き続き適正な補助金
交付を行い、運行を継続する。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

コミュニティバス運行補助事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① コミュニティバスの年間利
用者数

2,089,813

人

2,150,000 2,150,000 2,150,000 2,150,000 2,150,000

- - - - -

2,132,938 2,105,258 1,466,769 - -

② 公共交通機関が利用しやす
いと感じている市民の割合

64.3

％

65 65 65 65 65

- - - - -

67.5 62.9 66.7 - -

「コミュニティバスの年間利用者
数」は増加傾向であったが、新型
コロナウイルス感染拡大の影響で
、令和元年度は微減、令和２年度
は約３割減となった。「公共交通
機関が利用しやすいと感じている
市民の割合」は増加傾向から令和
元年度に減少に転じたが、令和２
年度にまた回復しており、コミュ
ニティバス以外の公共交通機関の
整備状況などの影響を受ける点に
留意する必要がある。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

ちゅうバスは、平成１５年度の運行開始以来、路線の新設、路線変更、運行間隔の調整等を経て、現行の５路線７ルートで運行している。平成２９
年度の路線変更により、市内の交通不便地域は概ね解消された。利用者数は増加傾向にあり、近年では年間２００万人を超える。また、利用者累計
は平成２７年度には２０００万人を超え、令和３年３月に３０００万人を突破した。平成２６年度から平成３０年度にかけて、社会情勢の変化も踏
まえ、今後のちゅうバスのあり方を検討するコミュニティバス検討会議を開催し、検討結果を踏まえた路線変更や停留所の設置を実施した。

ちゅうバスの利用者は、市民の欠かすことのできない交通手段となっているため、引き続き運行を継続し、利便性の向上を図りつつ、社会状況の変
化に対応していく必要がある。コミュニティバス検討会議の報告内容等を踏まえつつ、適正なコミュニティバスのあり方を検討していくため、地域
公共交通計画の策定を進める必要がある。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

交通不便地域の解消や交通弱者の社会参加促進など、市民生活の利便を図
るため、市が実施すべきである。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 3

143,260,000 154,206,000 147,072,000 143,133,000 225,351,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 4,800,000 0

143,260,000 154,206,000 147,072,000 143,133,000 220,551,000 0

143,260,000 154,206,000 147,072,000 205,643,000 0 0

132,515,000 148,511,000 140,118,000 194,461,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

132,515,000 148,511,000 140,118,000 194,461,000 0 0

92.5% 96.3% 95.3% 94.6% 0.0% 0.0%

1.60 1.05 1.05 1.13

12,290,598 8,244,779 8,433,553 8,705,853

0 0 0 0

0 0 0 0

137,731 127,438 111,158 67,791

144,943,329 156,883,217 148,662,711 203,234,644 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

コミュニティバス運行補助事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 40 15 05 1062800 コミュニティバス利用実態調査事業費 6,053,000

2 01 40 15 05 1064000 コミュニティバス検討会議運営費 352,000 0

3 01 40 15 05 1078000 補助金　コミュニティバス運行事業費 142,781,000 194,461,000 218,632,000

4 01 40 15 05 1079000 補助金　コミュニティバス停留所等整備事業費 666,000

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 143,133,000 194,461,000 225,351,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

鉄道等整備要請事業 40650200

鉄道やバスなどの利便性の向上や関連施設の整備について、関係機関に要望する。

3 公共交通の利便性の向上

65 公共交通の利便性の向上

主要な事務事業  〜

都市整備部 計画課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

陳情計画、鉄道駅整備事業

鉄道事業者、バス事業者、国、東京都など

陳情計画に基づく陳情行動
三鷹・立川間立体化複々線促進協議会
多摩地域都市モノレール等建設促進協議会

公共交通の利便性や関連施設整備に対する市民ニーズなどに対応するため

公共交通の利便性や関連施設整備の向上

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） B　現状のまま継続

第二４半期　陳情・要請行動（６月１８日〜８月２７日）
　東京都建設局・都市整備局、京王電鉄株式会社、京王電鉄バス株式会社
・京王バス中央株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、西武鉄道株式会社
７月２９日
　三鷹・立川間立体化複々線促進協議会総会、
　多摩地域都市モノレール等建設促進協議会総会

東京都や各事業者に陳情・要請行動を行った。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

継続して取り組む。第二４半期　陳情・要請行動
　東京都建設局・都市整備局、京王電鉄株式会社、京王電鉄バス株式会社
・京王バス中央株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、西武鉄道株式会社

　三鷹・立川間立体化複々線促進協議会総会、
　多摩地域都市モノレール等建設促進協議会総会

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

第二４半期　陳情・要請行動（７月３日〜８月３１日）
　東京都建設局・都市整備局、京王電鉄株式会社、京王電鉄バス株式会社
・京王バス中央株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、西武鉄道株式会社

【書面開催】　　　
　三鷹・立川間立体化複々線促進協議会総会、
　多摩地域都市モノレール等建設促進協議会総会

継続して取り組んだ。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

継続して取り組む。第二４半期　陳情・要請行動
　東京都建設局・都市整備局、京王電鉄株式会社、京王電鉄バス株式会社
・京王バス株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、西武鉄道株式会社

【書面開催】　
　三鷹・立川間立体化複々線促進協議会総会、
　多摩地域都市モノレール等建設促進協議会総会

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

新型コロナウイルス感染拡大の防止の観点から、陳情・要請
行動の実施手法については、見直しを検討する必要がある。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

鉄道等整備要請事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

陳情行動については、鉄道駅においてエレベーターなどによるバリアフリー整備やだれでもトイレの設置が行われた。
三鷹・立川間立体化複々線促進協議会に係るＪＲ中央線三鷹駅立川駅間連続立体交差事業は、平成７年１１月の事業認可、平成１１年３月の仮線工
事着手以降事業が進められ、平成２２年１１月に三鷹駅から立川駅間の全区間において連続立体交差となった。
多摩地域都市モノレール等建設促進協議会に係る多摩都市モノレール事業は、多摩自立都市圏の形成を図る上で重要な公共交通網の根幹をなすもの
で、構想路線全線の早期事業化が望まれている。構想路線を含む全線９３ｋｍのうち、平成１２年１月に多摩センター駅から上北台駅間の約１６ｋ
ｍが開業し、平成２５年度には１日平均の乗客数が１２万９千人を超え、多摩地域の新しい交通ネットワークが、地域市民の足として定着してきて
いる。

事業の早期実現のため、継続して取り組んでいく。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

協議会については、関係各市町村が一致協力し、事業に取り組む必要があ
る。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

63,000 63,000 63,000 63,000 63,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

63,000 63,000 63,000 63,000 63,000 0

63,000 63,000 63,000 63,000 0 0

63,000 63,000 63,000 63,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

63,000 63,000 63,000 63,000 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

0.49 0.37 0.37 0.63

3,781,723 2,879,129 2,945,050 4,836,585

0 0 0 0

0 0 0 0

48,692 49,842 28,889 37,662

3,893,415 2,991,971 3,036,939 4,937,247 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

鉄道等整備要請事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 40 15 05 1075000 負担金　中央線三鷹・立川間立体化複々線促進協議会 33,000 33,000 33,000

2 01 40 15 05 1076000 負担金　多摩地域都市モノレール等建設促進協議会 30,000 30,000 30,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 63,000 63,000 63,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

地域公共交通計画推進事業 40650300

府中市地域公共交通計画の策定及び推進、協議会の運営

3 公共交通の利便性の向上

65 公共交通の利便性の向上

その他の事務事業 平成31年度 〜

都市整備部 計画課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱

コミュニティバス運行補助事業

交通事業者（鉄道・バス）、国、東京都、市民など

府中市地域公共交通計画の策定に当たり、地域の現状把握や公共交通の概況整理等を行い、公共交通に関する市民の意向の把握・
整理を行う。また、これらを踏まえて、地域公共交通の基本方針を作成するとともに、計画目標の設定や目標の実現に向けた施策
・事業、施策展開プログラム等を検討する。なお、計画策定に係る検討体制として、地域公共交通協議会を立ち上げる。

少子高齢社会において持続可能な公共交通ネットワークの形成を図る必要があるため。

本市における公共交通ネットワークの在り方、市民・交通事業者・行政の役割などを地域公共交通計画に定め、本計画を推進する
。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check）

・公共交通の現状や公共交通の運行状況、上位関連計画における公共交通
施策の整理

・地域公共交通計画の策定に必要な基礎調査を行った。

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

・地域公共交通計画の策定に向けて、地域公共交通に関する課題などを抽
出するとともに、検討体制として地域交通協議会を立ち上げる。

・地域公共交通に関する課題などの抽出
・地域公共交通協議会の立上げ及び開催

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

・公共交通に関する市民アンケートの実施
・本市の地域公共交通ネットワークの現状整理
・地域公共交通に関する課題の抽出
・府中市地域公共交通協議会の設置及び開催（１回）

・地域公共交通計画の策定に向けて、市民アンケートの実施などにより公
共交通に関する市民意向等を把握するとともに、本市の地域公共交通ネッ
トワークの現状などを整理した。
・地域公共交通計画の策定等に係る検討体制として、府中市地域交通協議
会を設置し、本計画の策定に向けた協議を開始した。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

・前年度に引き続き公共交通に関する市民意向等の把握・整理や本市にお
ける地域公共交通の課題整理などを行い、地域公共交通の基本方針などを
盛り込んだ計画骨子案を作成する。
・計画策定の進ちょく状況に合わせて、府中市地域公共交通協議会及び部
会を開催するとともに、計画骨子案に関する意見を伺うためのイベントを
開催する。

・公共交通に関する市民アンケートの詳細分析
・公共交通利用者等へのアンケートの実施
・ちゅうバス事業の再検証
・地域公共交通の課題の整理
・計画骨子案の作成
・府中市地域公共交通協議会及び部会の開催
・市民参加イベントの開催

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

新型コロナウイルスの感染拡大の状況に応じて、業務内容を
大幅に変更する可能性がある。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

地域公共交通計画推進事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

平成３１年度において、地域公共交通計画の策定に必要な基礎調査を行った。令和２年度においては、市民の移動実態や公共交通に関する意向など
を把握するため、無作為抽出した市民３，０００人にアンケート調査を実施した。また、府中市地域公共交通計画の策定に向けて、プロポーザル方
式により委託事業者を選定するとともに、検討体制として府中市地域交通協議会を設置した。

地域公共交通計画の策定に向けて、地域公共交通に関する課題などを抽出するとともに、地域の現状把握や公共交通の概況整理等を行い、公共交通
に関する市民の意向の把握・整理を行う。また、これらを踏まえて、地域公共交通の基本方針を作成するとともに、計画目標の設定や目標の実現に
向けた施策・事業、施策展開プログラム等を検討する。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

地域公共交通計画は、地方公共団体に対し、計画策定の努力義務が発生す
る。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

0 0 4,785,000 3,772,000 10,383,000 0

0 0 0 0 4,856,000 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 3,800,000 2,900,000 3,900,000 0

0 0 985,000 872,000 1,627,000 0

0 0 4,785,000 3,772,000 0 0

0 0 3,588,750 3,749,934 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 2,800,000 2,900,000 0 0

0 0 788,750 849,934 0 0

0.0% 0.0% 75.0% 99.4% 0.0% 0.0%

0.00 0.00 0.24 0.88

0 0 1,963,367 6,771,219

0 0

0 0 0 0

19,259 52,726

0 0 5,571,376 10,573,879 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

地域公共交通計画推進事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度R 2年度 R 3年度

1 01 40 15 05 1058020 地域公共交通協議会運営費 109,000 108,934 670,000

2 01 40 15 05 1062520 地域公共交通網形成計画策定費 3,663,000 3,641,000 9,713,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 3,772,000 3,749,934 10,383,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和３年９月

令和 2年度

- 1 -

鉄道駅整備事業 40650400

鉄道事業者への助成を行い、バリアフリー施設整備の促進を図る。

3 公共交通の利便性の向上

65 公共交通の利便性の向上

主要な事務事業 平成29年度 〜

都市整備部 計画課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市鉄道駅整備事業補助金交付要綱

拠点整備計画作成事業、鉄道等整備要請事業

鉄道事業者

鉄道事業者への助成を行い、内方線付き点状ブロック及びホームドアの整備を図る。

鉄道施設のバリアフリー化に対する市民からの要望があるため。

鉄道事業者への助成を実施し、高齢者、障害者等の移動の安全性及び利便性の向上のための施設整備の促進を図る。

H31年度実績（Do） H31年度評価（Check） D　休止・廃止等

事業実績なし 事業実績なし

□ □ □ H31年度評価に基づく見直し（Action）

R 2年度の方向性（Plan）R 2年度の具体的な取組（Plan）

事業予定なし事業予定なし

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

事業実績なし 事業実績なし

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

鉄道事業者が行う整備事業に対し、適正に助成を行う。・内方線付き点状ブロック整備への助成
　西武多摩川線競艇場前駅
・ホームドア整備への助成（〜令和４年度）
　ＪＲ南武線府中本町駅・西府駅

令和 4年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

駅ホームの更なる安全性の向上を図るため、ホームドア整備
への助成を継続して行う必要がある。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

鉄道駅整備事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

数値の比較や推移で評価すること
がなじまないため、特に指標の設
定は行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　内方線付き点状ブロックの整備への助成を行い、JR府中本町駅・北府中駅及び西武多摩川線白糸台駅・是政駅の整備促進を行った。

　令和３年度より、南武線府中本町駅・西府駅においてＪＲがホームドア設置工事を実施する予定であることを踏まえ、鉄道駅ホームの更なる安全
性の向上に向け、鉄道事業者に対しホームドア整備への助成を行い、整備を促進する必要がある。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

高齢者、障害者等の移動の安全性及び利便性の向上のための施設整備の促
進を図るため、市が主体的に鉄道事業者への助成を実施する必要がある。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 3

21,900,000 4,847,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

8,900,000 972,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

13,000,000 3,875,000 0 0 0 0

21,900,000 11,134,000 0 0 0 0

16,092,000 7,373,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

6,193,000 972,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 5,300,000 0 0 0 0

9,899,000 1,101,000 0 0 0 0

73.5% 66.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2.22 0.24 0.24 0.25

17,017,752 1,919,419 1,963,367 1,934,634

0 0 0 0

0 0 0 0

219,117 33,228 19,259 15,064

33,328,869 9,325,647 1,982,626 1,949,698 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

鉄道駅整備事業

- 3 -

R 2年度 R 3年度

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計


